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「一一

国立公文書館法
トー

託料
(平成11年6月23日法律第79号)

ゐ、
国立公文書館法の一部を改正する法律あ

し、 2 (平成11年12月22日法律第161号) (原文縦書)

国立公文書館法

(目的)

第一条 この法律は、公文書館法(昭和六十

二年法律第百十五号)の精神にのっとり、

国立公文書館の組織、 公文書等の保存のた

めに必要な措置等を定めることにより、歴

史資料として重要な公文書等の適切な保存

及び利用に資することを目的とする。

(定義)

第二条 この法律において「公文書等jとは、

国が保管する公文書その他の記録(現用の

ものを除く。)をいう。

(国立公文書館)

第三条 総理府に、 国立公文書館を置く。

第四条 国立公文書館は、 歴史資料として重

要な公文書等を保存し、閲覧に供するとと

もに、 歴史資料として重要な公文書等の保

存及び利用に関する情報の収集、整理及び

提供、 専門的技術的な助言、調査研究並び

に研修その他の事業を行い、あわせて総理

府の所管行政に関し図書の管理を行う機関

とする。

2 国立公文書館、館長を置く。

3 館長は、内閣総理大臣の命を受けて館務

を掌理する。

4 国立公文書館の位置及び内部組織は、総

理府令で定める。

(公文書等の保存)

第五条 国の機関は、内閣総理大臣と当該国

の機関とが協議して定める ところにより、

歴史資料として重要な公文書等の適切な保

存のために必要な措置を講ずるものとす

る。

2 内閣総理大臣は、前項の協議による定め

に基づき、 歴史資料として重要な公文書等

について、国立公文書館において保存する

必要があると認めるときは、当該公文書等

を保存する国の機関との合意により、その

移管を受けることができる。

(公文書等の閲覧)

第六条 国立公文書館において保存する公文

書等は、 一般の閲覧に供するものとする。

ただし、個人の秘密の保持その他の合理的

な理由によ り一般の閲覧に供することが適

当でない公文書等については、 この限りで

ない。

間則

(施行期日)

l この法律は、公布の日から起算して二年

を超えない範囲内において政令で定める日

から施行する。

(総理府設置法の一部改正)

2 総理府設置法 (昭和二十四年法律第百二

十七号)の一部を次のように改正する。

目次中 「第一節 審議会(第八条)Jを

「第一節 審議会 (第八条)第一節の二

施設等機関 (第八条の二)Jに改める。

第四条第七号の二の次に次の一号を加え

る。



七の三 国立公文書館法(平成十一年法

律第七十九号)の施行に関すること。

第二章第一節の次に次の一節を加える。

第一節の二施設等機関

(国立公文書館)

第八条の二 本府に、国立公文書館を置く 。

2 国立公文書館の組織及び所掌事務につい
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第二条中「国が保管する」を削 り、「記録

(の下に「国の機関において」を加える。

第二条の次に次の章名及び節名を付する。

第二章 独立行政法人国立公文書館

第一節通則

第三条及び第四条を次のように改める。

ては、国立公文書館法に定めるところによ (名称)

る。

内閣総理大臣臨時代理

国務大臣野中広務

国立公文書館法の一部を改正する法律

国立公文書館法(平成十一年法律第七十九

号)の一部を次のように改正する。

題名の次に次の目次及び章名を付する。

目次

第一章総則(第一条 ・第二条)

第二章独立行政法人国立公文書館

第一節 通則(第三条一第七条)

第二節役員(第八条一第十条)

第三節 業務等(第十一条 ・第十二条)

第四節雑則 (第十三条)

第五節罰則(第十四条)

第三章 国の機関の保管に係る公文書等の

保存のために必要な措置(第十五

条)

第四章 国立公文書館における公文書等の

利用(第十六条)

附則

第一章総則

第一条中「国立公文書館の組織、」を、「独立

行政法人国立公文書館の名称、目的、業務

の範囲、国の機関の保管に係るjに改め、

「ことにより、jの下に「独立行政法人国立

公文書館又は国の機関の保管に係る」を加

える。

第三条 この法律及び独立行政法人通則法

(平成十一年法律第百三号。以下 「通則法」

という。)の定めるところにより設立され

る通則法第二条第一項に規定する独立行政

法人の名称は、独立行政法人国立公文書館

とする。

(国立公文書館の目的)

第四条 独立行政法人国立公文書館(以下

「国立公文書館」という。)は、第十五条第

四項の規定により移管を受けた歴史資料と

して重要な公文書等を保存し、及び一般の

利用に供すること等の事業を行うことによ

り、国立公文書館又は国の機関の保管に係

る歴史資料として重要な公文書等の適切な

保存及び利用を図ることを目的とする。

第六条の見出しを削り、同条中「閲覧」

を「利用」に改め、同条を第十六条とす

る。

第五条の見出しを削り、同条第一項中「と

ころにより、」の下に「当該国の機関の保

管に係る」を加え、同条の次の二項を加え

る。

3 前項の場合において、必要があると認め

るときは、内閣総理大臣は、あらかじめ、

国立公文書館の意見を聴くことができる。

4 内閣総理大臣は、第二項の規定により移

管を受けた公文書等を国立公文書館に移管

するものとする。

第五条を第十五条とし、同条の次に次の章

名を付する。
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第四章国立公文書館における公文書等の利用

第四条の次に次の三条及び四節並びに章名を

加える。

(特定独立行政法人)

第五条 国立公文書館は、通則法第二条第二

項に規定する特定独立行政法人とする。

(事務所)

第六条 国立公文書館は、主たる事務所を東

京都に置く。

(資本金)

第七条 国立公文書館の資本金は、国立公文

書館法の一部を改正する法律(平成十一年

法律第百六十一号)附則第五条第二項の規

定により政府から出資があったものとされ

た金額とする。

2 政府は、 必要がある と認めるときは、予

算で定める金額の範囲内において、国立公

文書館に追加して出資することができる。

3 国立公文書館は、前項の規定による政府

の出資があったときは、その出資額により

資本金を増加するものとする。

第二節役員

(役員)

第八条 国立公文書館に、役員として、その

長である館長及び監事二人を置く。

2 国立公文書館に、役員として、理事一人

を置くことができる。

(理事の職務友び権限等)

第九条理事は、館長の定めるところにより、

館長を補佐して国立公文書館の業務を掌理

する。

2 通則法第十九条第二項の個別法で定める

役員は、理事とする。ただし、理事が置か

れていないときは、監事とする。

3 前項ただし書の場合において、通則法第

十九条第二項の規定により館長の職務を代

理し又はその職務を行う監事は、 その問、

監事の職務を行ってはならない。

(役員の任期)

第十条館長の任期は四年とし、理事及び監

事の任期は二年とする。

第三節業務等

(業務の範囲)

第十一条 国立公文書館は、 第四条の目的を

達成するため、次の業務を行う。

一 第十五条第一項の規定により移管を受け

た歴史資料として重要な公文書等を保存

し、 及び一般の利用に供すること。

二 国立公文書館又は国の機関の保管に係る

歴史資料と して重要な公文書等 (次号から

第五号までにおいて 「歴史資料として重要

な公文書等jという。)の保存及び利用に

関する情報の収集、整理及び提供を行うこ

と。

三 歴史資料として重要な公文書等の保存及

ぴ利用に関する専門的技術的な助言を行う

こと。

四 歴史資料として重要な公文書等の保存及

ぴ利用に関する調査研究を行うこと。

五歴史資料として重要な公文書等の保存及

ぴ利用に関する研修を行うこと。

六前各号の業務に附帯する業務を行う こ

と。

2 国立公文書館は、前項の業務のほか、同

項の業務の遂行に支障のない範囲内で、内

閣総理大臣からの委託を受けて、公文書館

法第七条に規定する技術上の指導又は助言

を行うことができる。

(積立金の処分)

第十二条 国立公文書館は、 通則法第二十九

条第二項第一号に規定する中期目標の期間

(以下この項において「中期目標の期間J

という。)の最後の事業年度に係る通則法

第四十四条第一項又は第二項の規定による

整理を行った後、同条第一項の規定による

積立金があるときは、その額に相当する金



額のうち内閣総理大臣の承認を受けた金額

を、当該中期目標の期間の次の中期目標の

期間に係る通則法第三十条第一項の認可を

受けた中期計画(同項後段の規定による変

更の認可を受けたときは、その変更後のも

の)の定めるところにより 、当該次の中期

目標の期間における前条に規定する業務の

財源に充てることができる。

2 内閣総理大臣は、前項の規定による承認

をしようとするときは、あらかじめ、内閣

府の独立行政法人評価委員会の意見を聴く

とともに、財務大臣に協議しなければなら

ない。

3 国立公文書館は、第一項に規定する積立

金の額に相当する金額から同項の規定によ

る承認を受けた金額を控除してなお残余が

あるときは、その残余の額を国庫に納付し

なければならない。

4 前三項に定めるもののほか、納付金の納

付の手続その他積立金の処分に関レ必要な

事項は、政令で定める。

第四節雑則

(主務大臣等)

第十三条 国立公文書館に係る通則法におけ

る主務大臣、主務省及び主務省令は、それ

ぞれ内閣総理大臣、内閣府及び内閣府令と

する。

第五節罰則

第十四条 次の各号のいずれかに該当する場

合には、その違反行為をした国立公文書館

の役員は、二十万円以下の過料に処する。

ー 第十一条の規定する業務以外の業務を行

ったとき。

二 第十二条第一項の規定により内閣総理大

臣の承認を受けなければならない場合にお

いて、その承認を受けなかったとき。

第三章 国の機関の保管に係る公文書等の保

存のために必要な措置

附則
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(施行期日)

第一条 この法律は、平成十三年一月六日か

ら起算して六月を超えない範囲内において

政令で定める日から施行する。ただし、第

四条の次に三条及び四節並びに章名を加え

る改正規定(第十三条に係る部分に限る。)

及び附則第十条(内閣府設置法(平成十一

年法律第八十九号)第三十七条第三項の改

正規定に係る部分に限る。)の規定は、平

成十三年一月六日から施行する。

(職員の引継ぎ等)

第二条 国立公文書館の成立の際現に内閣府

の機関で政令で定めるものの職員である者

は、別に辞令を発せられない限り、国立公

文書館の成立の日において、国立公文書館

の相当の職員となるものとする。

第三条 国立公文書館の成立の際現に前条の

規定する政令で定める機関の職員である者

のうち、国立公文書館の成立の日において

引き続き国立公文書館の職員となったもの

(次条において「引継職員jという。)であ

って、国立公文書館の成立の日の前日にお

いて内閣総理大臣又はその委任を受けた者

から児童手当法(昭和四十六年法律第七十

三号)第七条第一項(同法附則第六条第二

項において準用する場合を含む。以下この

条において同じ。)の規定による認定を受

けているものが、国立公文書館の成立の日

において児童手当又は同法附則第六条第一

項の給付 (以下この条において 「特例給付j

という 。)の支給要件に該当するときは、

その者に対する児童手当又は特例給付の支

給に関しては、国立公文書館の成立の日に

おいて同法第七条第一項の規定による市町

村長(特別区の区長を含む。)の認定があ

ったものとみなす。この場合において、そ

の認定があったものとみなされた児童手当

又は特例給付の支給は、同法第八条第二項

(同法附則第六条第二項において準用する

場合を含む。)の規定にかかわらず、国立

公文書館の成立の日の前日の属する月の翌
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月から始める。

(国立公文書館の職員となる者の職員団体に

ついての経過措置)

第四条 国立公文書館の成立の際現に存する

国家公務員法(昭和二十二年法律第百二十

号)第百八条の二第一項に規定する職員団

体であって、その構成員の過半数が引継職

員であるものは、国立公文書館の成立の際

国営企業及び特定独立行政法人の労働関係

に関する法律(昭和二十三年法律第二百五

十七号)の適用を受ける労働組合となるも

のとする。この場合において、当該職員団

体が法人であるときは、法人である労働組

合となるものとする。

2 前項の規定により法人である労働組合と

なったものは、国立公文書館の成立の日から

起算して六十日を経過するまでに、労働組合

法(昭和二十四年法律第百七十四号)第二条

及び第五条第二項の規定に適合する旨の労働

委員会の証明を受け、かつ、その主たる事務

所の所在地において登記しなければ、その日

の経過により解散するものとする。

3 第一項の規定により労働組合となったも

のについては、国立公文書館の成立の日か

ら起算して六十日を経過するまでは、労働

組合法第二条ただし書き(第一号に係る部

分に限る。)の規定は、適用しない。

(権利義務の承継等)

第五条 国立公文書館の成立の際、この法律

による改正後の国立公文書館(以下「新法」

という。)第十一条に規定する業務に関し、

現に国が有する権利及び義務のうち政令で

定めるものは、国立公文書館の成立の時に

おいて国立公文書館が承継する。

2 前項の規定により国立公文書館が国の有

する権利及び義務を承継したときは、その

承継の際、承継される権利に係る土地、建

物その他の財産で政令で定めるものの価額

の合計額に相当する金額は、政府から国立

公文書館に対し出資されたものとする。

3 前項の規定により政府から出資があった

ものとされる同項の財産の価額は、国立公

文書館の成立の日現在における時価を基準

として評価委員が評価した価額とする。

4 前項の評価委員その他評価に関レ必要な

事項は政令で定める。

(固有財産の無償使用)

第六条 国は国立公文書館の成立の際現に附

則第二条に規定する政令で定める機関に使

用されている固有財産であって政令で定め

るところにより、国立公文書館の用に供す

るため、国立公文書館に無償で使用させる

ことカすできる。

(公文書等の承継)

第七条 国立公文書館の成立の際、附則第二

条に規定する政令で定める機関が現に保管

する公文書等については、国立公文書館の

成立の時において新法第十五条第四項の規

定による移管があったものとみなす。

(政令への委任)

第八条 附則第二条から前条までに定めるも

ののほか、国立公文書館の設立に伴い必要

な経過措置その他この法律の施行に関レ必

要な経過措置は、政令で定める。

(公文書館法の一部改正)

第九条 公文書館法(昭和六十二年法律第百

十五号)の一部を次のように改正する。

第四条第一項中「公文書等jの下に

i(国が保管していた歴史資料として重要な
公文書その他の記録を含む。次項において

同じ。)Jを加える。

第五条第一項中「公文書館は」の下に

「国立公文書館法(平成十一年法律第七十

九号)の定めるもののほかJを加える。

(内閣府設置法の一部改正)

第十条 内閣府設置法の一部を次のように改

正する。
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第四条第三項第四十三号中「歴史資料」

を「前号に揚げるもののほか、歴史資料」

に改め、「国」の下に「又は独立行政法人

国立公文書館」を加え、「を保存し、及び

利用に供することJを「の保存及び利用に
関すること」に改める。

第三十七条第三項の表民間資金等活用事

業推進委員会の項の次に次のように加え

る。

独立行政法人|独立行政法人通則法(平成

評価委員会 |十一年法律第百三号)

第三十九条第一項中 r(次項において
「施設等機関」という 。)Jを削り、同条第

二項及び第三項を削る。

第六十八条第一項中「第三十九条第一項」

を「第三十九条jに改める。

内閣総理大臣小測

大蔵大臣宮津
一一一
宙
心

喜一




